
第三期環境基本計画中間見直しの方向性（コンセプト部分）

✓前期期間（R3～７年度）における施策の成果を引き継ぎつつ、現下の課題や社会情勢を踏まえ、良好な環境の保全とより良い環境の創造に向けた次なるステップを示す

見直しで踏まえるべき視点
第三期環境基本計画（現行）

【
環
境
像
】
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環
共
生
都
市

越
前
お
お
の

基本目標 施策の基本方針 重点施策

自然との
共生社
会の形成

生物の多様性の
確保

身近な自然とふれあう活動の推進

野生動植物の保全

地域資源の活用

自然環境の体系
的保全

農地（里地）の保全と活用

山林（里山）の保全と活用

脱炭素
型社会へ
の移行

地球環境の保全

脱炭素に向けた行動の促進

脱炭素型のまちづくりの推進

気候変動適応策の推進

資源及びエネル
ギーの有効利用

省エネルギーの推進

再生可能エネルギーの利用促進

森林吸収源対策の推進

資源循
環型社
会の構築

廃棄物の減量及
びリサイクルの推
進

３Rによるごみ排出量削減の推進

食品ロス削減の推進

プラスチックごみ削減の推進

快適な生
活環境の
保全

公害の防止

公害発生の防止

環境美化活動の促進

野外焼却、不法投棄の防止

良好な景観形成
及び歴史的、文
化的遺産の保存

良好な景観形成

歴史的、文化的遺産の保存

公園や空き家、空き地の適正管理の促進

総合的な
取り組み
の推進

総合的な環境対
策

持続可能な社会の担い手を育む教育の推進

市民協働の取り組みの推進

環境情報の収集と共有化

計画の分かりやすさ（見やすさ、読みやすさ）の見直し
▶体系整理、レイアウトの変更

環境対策審議会、脱炭素推進会議など、環境関係者の意見

アンケート調査結果(R7.4～6月実施)
中間評価結果(R3～6年度施策)

前期中の主な取組・成果

市後期基本計画の考え方国環境基本計画の考え方（R6閣議決定）

今後の機会と脅威（外部要因）

▶目的

環境基本条例の基本理念を実現するため、良好な
環境を保全するとともに、より良い環境の創造を目
指す。（平成12年度に第一期が開始）

▶計画期間

令和３年度～令和12年度（10年間）

▶本計画に統合されている計画

▶推進組織

• 毎年、環境保全対策審議会が施策を進捗評価

• 地方公共団体実行計画（区域施策編）
• 生物多様性地域戦略
• 市町村食品ロス削減推進計画

▶水循環基本計画との関係性

「河川・湧水地」「水循環」に関する施策は、第三
期（R３年度～）から水循環基本計画に列挙
※水循環基本計画もR7年度に中間見直し

▶中間見直し

令和７年度に中間評価を行い、後期基本計画と
の整合を取りつつ、必要に応じて計画を見直す

⚫ 生物多様性、市のカーボンニュートラル
目標に対する認知度が50%未満

⚫ 市民は「自然環境対策」よりも「生活環
境対策」を求めている傾向

⚫ 市民が市の施策で最も重要と考えるの
は「農地・山林の保全」対策

⚫ 市民、小中学生の星空を大切に思う
意識が前回より上昇

⚫ 事業者のSDGs・光害に対する意識が
大幅に前回より上昇

⚫ 事業者が求めている施策は、設備導入
支援、取組事例の情報発信、研修会

⚫ 小中学生が学びたい環境問題は「自然
環境問題」「絶滅危惧種問題」

施策発展の視点

⚫ 生物多様性の認知度が目標未達

⚫ 間伐による森林整備面積が減少。バイオマ
ス発電所に搬出された間伐材量も目標未
達。

⚫ 郊外の観光入込者数が増加。荒島の郷
開業や星空保護区認定が追い風。

⚫ 脱炭素の啓発活動は市民（家庭）向け
が中心で、事業者向けが少ない

⚫ 一人当たりごみ排出量は年々減少傾向。
プラスチックの資源化率が低い状況

⚫ 公害の苦情件数はR３～６年度で60件。
以前よりは減少傾向。

⚫ 環境教育受講者数は目標を大きく上回る

⚫ 荒島の郷開業（自然体験）
⚫ 星空保護区認定
⚫ 自然ふれあい探検隊・イトヨ守り隊開始
⚫ 脱炭素ビジョン策定・推進会議設置
⚫ うらら館バイオマスボイラ整備
⚫ 再エネ電力の市有施設供給
⚫ 市有施設のクーリングシェルター指定
⚫ プラスチック分別回収開始
⚫ フードドライブ、ライトダウンキャンペーン定着

⚫ 施策項目ごとに、現状・課題、施策、数値目
標、みんなができることで構成

⚫ デジタル化、SDGs、シェアリングエコノミーなど、
施策展開の視点を設定

⚫ 「ウェルビーイング／高い生活の質」が実現で
きる循環共生型社会の構築

⚫ ネット・ゼロ、サーキュラーエコノミー、ネイチャー
ポジティブの個別施策の統合的実施

【機会（正の要因）】
⚫ 中部縦貫自動車道大野油坂道路開通
（R11年春）

【脅威（負の要因）】
⚫ エネルギー価格高騰、米国パリ協定離脱
⚫ 大雨や猛暑日など極端現象
⚫ 一般照明用蛍光ランプ廃止（R９年末）
⚫ リチウムイオン電池を取り外せない製品の増
加（施設火災の原因）

◼自然共生・生物多様性の確保 ■事業活動の脱炭素化■森林の適切な管理保全 ◼ SDGs・シェアリングを取り入れた取組

➢ 若い世代に向けた自然とのふれあう機会の
提供（ふれあい探検隊、イトヨの里活用）

➢ 生物多様性に対する周知、啓発
（自然共生サイトへの登録を検討）

➢ 効率的な間伐や森林施業に向けた高性
能機械の導入促進

➢ 森林経営管理法に基づく意向調査を踏ま
えた森林整備、ドローンやGIS技術など、
デジタルを活用した林業の促進

➢ 業種ごとの専門性の高い研修会の開催

➢ 脱炭素推進会議等による優良事例の情
報共有、連携した取組の実践

➢ 持続可能な事業活動につながる支援

➢ 小中学校とのSDGs教育と連携した環境学習

➢ フードドライブ、おいくら、ジモティ（検討中）など、
シェアリングを取り入れたごみの減量化

➢ 住民による共助型の移動支援のニーズの把握、
運行体制の検証
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目標
(5)

施策の基本方針(8)
重点
施策

施策群
（23）

施策
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越
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自然との
共生社会
の形成

自然環境の保全活用

項
目
立
て
し
な
い

自然とふれあう活動の推進

自然環境の経済活用

里地里山の保全活用

生物多様性の保全
野生動植物の保全

外来生物の防除対策

脱炭素型
社会への
移行

地球温暖化対策の推進

エネルギーの転換と省エネルギーの推進

再生可能エネルギーの利用促進

公共施設・移動の脱炭素化

気候変動適応策の推進

森林吸収源対策の推進

森林の適正管理

森林資源の循環利用

資源循環
型社会の
構築

廃棄物の減量化及び
資源循環の推進

ごみ減量化の推進

食品ロス削減の推進

廃棄物の循環経済の仕組みづくり

快適な生
活環境の
保全

公害の防止

公害発生の防止

環境美化活動の促進

野外焼却、不法投棄の防止

良好な景観形成及び
歴史的、文化的遺産の
保存

良好な景観形成

歴史的、文化的遺産の保存

公園や空き家、空き地の適正管理
の促進

総合的な
取り組みの
推進

各分野に共通する総合
的な環境対策

持続可能な社会の担い手を育む教
育の推進

市民協働の取り組みの推進

環境情報の収集と共有化

わかりやすさの見直し（体系整理） 2

全

140

程度

全

53

全

171

＜現行＞ ＜見直し案＞

現行
階層が「基本目標＞基本方針＞重点施策＞施策群＞施策」と細分化されており、施策数が多いうえ、施策のレベル感のばらつき
や内容の重複が見受けられる。

見直し案
階層を減らし （重点施策を廃止）、現行の施策の要素を取り入れつつ、包括的な表現で施策のレベル感を統一する。
（施策数は削減する）



わかりやすさの見直し（レイアウト） 3
現行 ・文字数が多い ・文字サイズが小さい ・スペースが少ない ・グラフで文章が分断されている

見直し案 上記を改善

＜現行＞ ＜見直し案＞



R7年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

大野市環境保全対策
審議会

関係会議

その他
（庁内事務等）

第1回
(7/2)
■

庁議（決定）

◆ アンケート結果報告
◆ 中間評価
◆ 骨子案説明

■

パブリック
コメント

◆ 関係課との調整
（施策・数値目標）

見直しスケジュール

第2回
(日未定)
■

第3回
(日未定)
■

アンケート調査
・集計

中間評価
報告書作成

部長会議

■

議会説明
（全員協議会）

■

■

議会報告
（全員協議会）

■

公表

◆ 素案の説明
（現状課題、施策、
数値目標など）

◆ 最終案の説明
（現状課題、施策、
数値目標など）

廃棄物減量等

推進審議会①

(8/4)

■

脱炭素推進会議②

(日未定)

■

脱炭素推進会議①

(5/16)

■

素案作成

案作成 最終案作成

4

■

部局長連絡
調整会議

脱炭素推進本部

会議①(日未定)

■


